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令和５年度第２回青森地方労働審議会 

 

 

 

１ 日 時 

令和６年３月 14日（木）午後２時 30分～午後４時 30分 

 

 

２ 場 所 

東奥日報新町ビル ３階 催事場Ｃ 

 

 

３ 出席者 

【委 員】 

公益代表  相木委員、葛西委員（オンライン）、櫛引委員、渋田委員、奈良委員、

原委員 

労働者代表 工藤委員、高橋委員（オンライン）、堤委員、中野委員、山内委員 

使用者代表 小山田委員、木下委員、木村委員、小澤委員、鳴海委員 

 

【事務局】 

青森労働局 井嶋局長、定政総務部長、八木橋雇用環境・均等室長、上野労働基 

準部長、鈴木職業安定部長、春藤雇用環境改善・均等推進監理官 

 

 

４ 議 題 

（１）令和６年度青森労働局行政運営方針（案）について 

（２）その他 
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１ 開会 

 

【春藤監理官】 

 令和５年度第２回青森地方労働審議会を開会いたします。議事の前まで事務局が進行

を担当させていただきます。 

初めに委員の出席状況を御報告いたします。午後２時 30分現在、青森地方労働審議会

委員 18 名中、オンラインで参加の２名を含め 16 名に御出席いただいております。委員

の３分の２以上が出席しておりますので、地方労働審議会令第８条第１項の規定により

本会議は有効に成立していることを御報告いたします。また、運営規程第５条により、

会議は原則として公開することになっており、傍聴人の公募をしたところですが、申し

込みがありませんでしたので併せて御報告いたします。 

なお、本日の出席者につきましては、お配りした出席者名簿で御確認いただくことと

し、この場での御紹介は省略させていただきますが、３月１日をもって労働者代表委員

１名が交代となっておりますので、お名前だけ御紹介させていただきます。工藤公嗣委

員です。 

それでは、開会に当たり、青森労働局の井嶋局長からごあいさつを申し上げます。 

 

 

２ 青森労働局長あいさつ 

 

【井嶋局長】 

 青森労働局長の井嶋でございます。 

 委員の皆様におかれましては、本日は大変お忙しい中、また足下の悪い中、今年度の

第２回青森地方労働審議会に御出席いただきましてありがとうございます。また、日頃

より労働行政の推進につきまして多大な御理解と御協力を賜っており、感謝申し上げま

す。 

 今回資料としてお示ししました行政運営方針は、全国斉一に労働行政として進める施

策の中で、青森県の雇用情勢や労働環境の現状等を踏まえ、青森労働局の考えている課

題と取組をお示ししたものでございます。具体的には、安全で健康に働くことができる

職場環境の確保、職業紹介や職業訓練などの就労支援というものが労働局の従来からの

最も基本的な役割でございましたが、加えまして、人口減少や少子高齢化の進展が見込

まれる中で、多様な人材が活躍できるような環境整備、企業の生産性の向上への支援を

通じた最低賃金・賃金引上げの環境整備、ＤＸ推進に関わる企業人材の育成、成長分野

等への労働移動の促進などにも取り組んでいかなければならないと考えているところで

ございます。 

 本日は令和６年度の青森労働局の行政運営方針案について御説明させていただき、委

員の皆様に御審議いただくこととしております。 

 また、本委員会の家内労働部会が開催されましたので、その結果についても併せて御
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報告させていただきます。 

 各施策の詳細につきましては、担当の各部室長から説明させていただきますので、限

られた時間ではございますが、忌憚のない御意見等を賜れれば幸いでございます。 

 本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

３ 議事 

（１）令和６年度青森労働局行政運営方針（案）について 

 

【春藤監理官】 

 それでは議事に入ります。ここからの進行は、青森地方労働審議会運営規程第４条に

基づき櫛引会長にお願いいたします。ただ今、会長の発言メモをお配りしていますので

少々お待ちください。葛西委員と高橋委員には後程メールでお送りいたします。 

 

【櫛引会長】 

 会長を仰せつかっている櫛引です。年度末のお忙しいところ、今年度第２回目の会議

にお集まりいただきましてありがとうございます。どうぞよろしくお願いします。 

 前回の会合から、また世の中が大きく動いておりまして、１月１日の能登半島地震、

青森県にもまた多くの教訓と課題がもたらされました。災害への直接的な備えはもちろ

んですが、ＢＣＰ・事業継続計画や企業・労働者双方の安全、持続可能性についても問

題が提起されていると考えます。また、いわゆる「2024 年問題」も各地で更に深刻な問

題が報じられていますけれども、一方で様々な団体・組織での対応も動き始めました。

全国ワースト級の人材流出事情を青森県は抱えておりますが、青森県は初めて「若者」

の名を冠した課を設置し、大学や経済界とチームを組み直す施策をまもなくスタートさ

せることになっているようです。 

 全国的には東証平均株価の史上初の４万円台、労働者側が要求する以上の水準の賃上

げなど、ポジティブな現象もございます。ただ、これが青森県にどう反映して、働く皆

さんと私たちの暮らしに波及してくるのか、そこは対策を講じていく必要があります。 

 例えば、本日も新聞紙面で、東京で給料が上がるほど地方から人がいなくなるんじゃ

ないかと、そういう危惧の声が伝えられています。 

県内の出生者数が６千人まで落ち込み、十数年で半減しています。このような状況の

中、既に外国出身の方々の力なしには地域の様々な産業・現場を支えようがない時代が

迫りました。ただ、最近、言葉を交わす機会があった県内唯一の日本語学校の関係者の

方がおっしゃっていたんですけれども、外国人の労働力への対応について、青森県は非

常に遅れているといいます。どうしても外国人はインバウンドのもたらす経済的恩恵に

ついて目が行きがちですが、特に地域を支える労働の現場の外国人とどう新しい社会を

作り上げていくのかが問われており、視野を広げていく必要性を非常に感じるところで

ございます。 
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 本日も活発な質疑と意見交換を期待申し上げます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは議題の１番目、令和６年度青森労働局行政運営案につきまして、労働局から

説明をお願いいたします。 

 

【定政総務部長】 

 総務部長の定政と申します。私からは、配付資料「令和６年度青森労働局行政運営方

針のあらまし」の資料を基に説明をいたします。 

 資料の１ページ目、ローマ数字のⅠ「労働行政を取り巻く情勢」について、ポイント

を絞って説明いたします。 

 最初に「１ 最近の雇用情勢」についてです。令和５年の有効求人倍率については、

この折れ線グラフのとおり 1.18 倍となっております。前年比で＋0.01 ポイントとなっ

ており、令和２年以降少しずつ上昇の傾向が続いております。また直近１月の青森県の

雇用情勢判断は、「求人が求職を上回って推移しているものの、一部に足踏みがみられる。

引き続き、物価上昇等が雇用に与える影響に留意する必要がある」としております。 

 次に「２ 青森労働局における行政課題」について説明いたします。その大きな柱は

４つございます。まず１つ目に、最低賃金や賃金の引上げに向けた環境整備の支援、同

一労働同一賃金の順守徹底。２つ目に、企業人材や個人に対する「リ・スキリングによ

る能力向上支援」、さらに企業と求職者のマッチング支援による「成長分野への労働移動

の促進」。３つ目に、多様な人材の活躍と魅力ある職場づくり。具体的にはフリーランス

の就業環境の整備、仕事と育児・介護の両立支援、そして高齢者・障害者・若年者の就

労支援など。最後４つ目に、安全で健康に働くことができる環境づくり。とりわけ、現

在、建設業や自動車運転業務等に係る時間外労働の上限規制適用、いわゆる 2024 年問題

への対応、などを重点項目としております。 

 「労働行政を取り巻く情勢」の説明は以上でございます。 

 

【八木橋雇用環境・均等室長】 

 続きまして、雇用環境・均等室長の八木橋です。よろしくお願いいたします。 

 ２ページを御覧ください。項目のⅡ「賃金の引上げに向けた支援、非正規雇用労働者

の処遇改善等」についてです。 

 まず１番目、「事業場内最低賃金の引上げを図る中小企業・小規模事業者の生産性向上

に向けた支援の強化」についてですが、引き続き業務改善助成金の活用の促進を図って

いくほか、「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に基

づく県や関係機関との連携や、青森県よろず支援拠点・日本政策金融公庫による支援策

の周知など、中小企業、小規模事業者のニーズに寄り添ったきめ細かな支援を展開して

まいります。 

 ２つ目、「最低賃金制度の適切な実施」については、今年度の最低賃金につきましては

青森地方最低賃金審議会からいただいた答申内容を踏まえまして、地域別最低賃金は時

間額 898 円とする改正を、また産業別最低賃金につきましても前年度から引き上げる改
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正を行ったところです。労働局といたしましては、最低賃金の周知広報や履行確保にも

力を入れて取り組んでおり、今年度も青森県内ほぼ全ての自治体で地域別最低賃金を広

報していただくことができました。令和６年度におきましても、青森地方最低賃金審議

会の円滑な運営や最低賃金の周知広報・履行確保と、最低賃金制度の適切な運営に努め

てまいります。 

 ３ページを御覧ください。「同一労働同一賃金の遵守の徹底」です。現在、監督署が実

施する定期監督等によって得られた企業からの情報に基づいて、個別の企業に対する効

果的・効率的な指導を行っているところです。青森労働局では様々な工夫も取り入れな

がら、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保を図るため、特に非正規雇用労働者と正

規雇用労働者の間で不合理な待遇差がないように、同一労働同一賃金に関するパート・

有期雇用労働法など関係法令の履行確保に引き続き取り組んでまいります。 

 ４つ目です。「非正規雇用労働者の処遇改善・正社員化を行う企業への支援」について

は、「年収の壁」を意識せずに働くことができる環境づくりなどが必要であると考えてい

ます。コースの新設や助成額の引上げが行われたキャリアアップ助成金の活用促進を図

るなど、企業への支援に引き続き取り組んでまいります。 

 

【鈴木職業安定部長】 

 職業安定部長の鈴木です。あらましの４ページから５ページ、ローマ数字のⅢ「リ・

スキリング、労働移動の円滑化等の推進」につきまして説明させていただきます。 

 冒頭、雇用情勢で触れさせていただきましたが、青森県におきましては、経済活動の

活発化などを要因とした人手不足感の高まりが見られる一方、人口減少や少子高齢化な

どを要因とする働き手の減少も見られ、企業においては生産性向上を通じた業務改革や

職場環境の整備が、労働者・求職者においては自主的なキャリア選択のためのリ・スキ

リングや職業能力の向上を進める必要があり、政府におきましてもＤＸ人材を含むデジ

タル人材の育成や企業における人材育成のほか、労働者自身の自主的なキャリア選択を

可能にするための情報提供支援を令和６年度に重点的に進めることとしているところで

ございます。 

 このような状況を踏まえまして、労働者の主体的なスキルアップを支援する「教育訓

練給付制度」や、新たな職業やスキルへのチャレンジを支援する「ハロートレーニング」、

在職者のリ・スキリング等を進める企業を支援する「人材開発支援助成金」などの取組

とともに、求職者における職業選択に向けた情報の充実を通じ企業とのマッチング機能

を強化することにより、再就職や転職を希望する労働者が円滑に労働移動するための基

盤整備を進めるとともに、ハローワークサービスの提供機能の強化を図ることとしてい

ます。 

 さらに、人材確保対策及び賃上げを伴う再就職の促進を目的といたしまして、従来の

特定求職者雇用開発助成金の助成内容を見直すとともに、従来の労働移動支援助成金と

中途採用等支援助成金を統合し一部内容を拡充するなど、雇用いただく企業側における

労働者の受入環境整備にも支援をすることにより、地域における雇用の安定に資する取
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組を進めることとしています。 

 また、現在、県内主要産業を中心といたしまして、人手不足感の高まりが指摘されて

いることを踏まえ、求職者目線や地域労働市場の現状などを踏まえた、より選ばれる求

人票の作成支援などを通じ、求職者・求人者の認識の齟齬やミスマッチを防止するなど、

求人求職相互理解の促進を進め、マッチングの強化を図り、雇用の安定を促進すること

としています。 

  

【上野労働基準部長】 

 労働基準部長の上野でございます。よろしくお願いします。私からは９ページ以降、

「安全で健康に働くことができる環境づくり」、「多様な働き方、働き方・休み方改革の

推進」について申し上げます。 

 まず、「長時間労働の抑制」について、柱は４点です。長時間労働が疑われる事業場へ

の監督指導、「青森働き方改革推進支援センター」でのコンサルティング等、時間外労働

の上限規制適用開始業種等への支援、取引環境の見直し支援でございます。 

 従来から監督署におきましては、悪質な法違反が疑われる事業場については監督指導

を徹底してきたところでございます。それに加え、次年度の重点として、前向きに改善

を図ろうとする事業場に対しては、働き方改革推進支援センターや監督署の労働時間相

談・支援班で助言や情報提供をきめ細かに行い、下支えをしていくということでござい

ます。 

 特に、いわゆる「2024 年問題」に関連する時間外労働の上限規制適用開始業種等に対

しては、未だ中小・小規模事業場を中心に、対応に苦慮している事業場も見られるとこ

ろでございます。働き方改革推進支援助成金の活用や他事業所の好事例紹介など、各事

業場の取組に効果ある支援を行ってまいりたいと考えております。 

 時間外労働の上限規制の関係につきましては、労使関係の枠組み以外についても、当

然そこに関わる全てのステークホルダー、例えば「荷主」などが典型的な例でございま

すけれども、こういった方々の御協力も不可欠と考えております。長時間労働につなが

る取引環境の見直しをしていただけるよう、関係省庁と連携しつつ、働きかけをしてま

いります。 

 なお、前回御指摘いただいた「2024 年問題」への情報発信という点につきまして、青

森労働局内でも弱いところを改善できないかというところを検討させていただきました。

その結果、「関連施策を講じているものの、青森労働局のホームページの掲載が散逸的で

検索しづらい」というような意見も局内にございましたので、「2024 年問題」に係る部分

として、上限規制適用開始業種等の長時間労働是正に資する資料やコンテンツなど、こ

れまで掲載してきたものを集約した特設ページを掲載することとしております。 

 長時間労働の抑制に向けての施策や課題については、こうした小さな積み重ねも含め

まして、広く県民に関心を持っていただけるよう、引き続き効果的な周知を図ってまい

りたいと考えております。 

 続きまして安全衛生対策についてでございます。11ページでございます。次年度は 14
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次防の２年目ということになります。令和５年の労働災害死亡者数は、コロナ関連を除

くということで申し上げますと 1,364 となっておりまして、前年の確定値との比較で

6.25％減となっております。単年比較では「減少」と言えても、経年では「高止まり」

であることや、依然として転倒災害や高齢者の災害の割合が高いという傾向は変わって

おりません。こうした状況を踏まえ、青森局版推進計画に則りまして対策を着実に実行

してまいります。 

３点目、「多様な働き方、働き方・休み方改革の推進」でございます。13ページでござ

います。企業の方々には、働く方の健康確保やワークエンゲージメントの向上に向け、

自主的かつ継続的に労務管理の見直しを図っていただく必要がございます。一例として、

勤務間インターバル制度の導入、年次有給休暇の取得促進、特別休暇・選択的週休３日

制の導入がございます。労働基準法で定められた最低基準を遵守していただくというの

は当然でございますけれども、企業が働く人に対して多様な「働き方・休み方のメニュ

ー」を提供できることは、魅力ある企業としてのアピールにもつながっていくものでご

ざいます。厚生労働省ホームページのポータルサイトには、専門家による講演のアーカ

イブや企業の好事例を掲載しております。企業の皆様には、各施策の効果を実感してい

ただけるよう、これらを幅広く周知してまいりたいと考えています。 

また、先日２月 26日に「青森県版政労使会議」を開催いたしましたが、次年度も「青

森県働き方改革推進協議会」の開催を予定しており、より一層、働き方改革や賃上げの

県内の気運の醸成に努めてまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

【八木橋雇用環境・均等室長】 

ページ戻っていただきまして７ページを御覧ください。「多様な人材の活躍と魅力ある

職場づくり」です。 

まず１つ目、フリーランスの関係ですが、フリーランス・事業者間取引適正化等法は

令和６年秋頃までに施行されることが予定されております。厚生労働省では、円滑な施

行に向けて準備を進めていると聞いております。今後、政省令やガイドラインにおいて

具体的な内容が公表され、取組についても示される予定となっていますので、青森労働

局といたしましても適切に対応してまいります。 

「仕事と育児・介護の両立支援」についてです。育児休業等取得状況の公表について

は、３月 12 日に、現在は千人を超える企業となっている公表義務の対象範囲について、

300 人を超える企業にまで拡大する改正案が、第 213 回国会令和６年常会に提出されて

おります。企業が育児休業を取得しやすい環境整備を図ることが重要であると考えてお

り、両立支援助成金の活用促進や、仕事と育児・介護の両立支援についての理解が深ま

るよう取り組んでまいります。 

８ページになります。青森・八戸・弘前のハローワークに設置しているマザーズハロ

ーワークについては、就職につながる率も非常に高く、利用者から好評を得ているとこ

ろです。来所が難しい方にはオンラインでのサービスを提供するなど、引き続き子育て

中の女性等に対する丁寧な支援を行ってまいります。 
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３つ目、「ハラスメント防止対策、働く環境改善等支援」についてです。青森労働局に

は多数の相談が寄せられており、この相談を端緒にした助言や指導も適宜実施している

ところです。パワーハラスメント対策が全ての企業に義務化されたことを踏まえて、職

場におけるあらゆるハラスメントの防止対策が適切に実施されるよう、引き続き取り組

んでまいります。 

また、民間企業における女性活躍の推進を図るため、男女の賃金差異の情報公表が引

き続き適切に実施されるよう取り組むとともに、女性にいつまでも生き生きと働き続け

られる自分づくりをしていただくために、女性の健康に関する正しい知識や情報を掲載

する情報サイト「働く女性の心とからだの応援サイト」の周知を図り、企業の取組を促

進してまいります。 

 

【鈴木職業安定部長】 

 13 ページ、６の「多様な人材の就労・社会参加の促進」について御説明をさせていた

だきます。 

 まず１点目、「高年齢者の就労・社会参加の促進」についてです。青森県の状況としま

しては、県内における担い手不足や人手不足等の影響があると思われますが、特に定年

制の廃止による雇用確保措置の導入が進んでいる状況にありまして、高齢者雇用の環境

整備としては全国を超える水準で推移している状況となっていると考えております。こ

のような状況も踏まえ、青森労働局としましては引き続き制度の周知を進めますととも

に、人材の確保や制度の導入にお悩みの事業者に対し、青森・八戸・弘前・五所川原の

県内４ハローワークに「生涯現役支援窓口」を設置いたしまして、これらの拠点を中心

として積極的な支援を展開してまいりたいと考えております。 

 ２点目といたしまして、「障害者の就労支援」についてです。地域共生社会の実現に向

けましては、障害のある方々の障害特性に応じた適切な就労支援を通じた就労促進につ

いても重要な課題と考えております。令和６年度におきましては、４月１日に法定雇用

率が 0.2 ポイント、令和８年７月には更に 0.2 ポイント段階的に引き上げられることな

どを踏まえ、今まで以上に障害者の雇用促進を官民挙げて取り組むことが必要となって

いることを踏まえまして、特に、法定雇用率の引上げにより新たに雇用義務が発生する

企業の中には、雇用管理に関するノウハウが乏しいとの声もあることから、地域におけ

る障害者雇用に積極的な中小事業主を認定する「もにす」認定制度を活用いたしまして、

地域におけるロールモデルとしてノウハウの展開などに御協力をいただくなど、実務的

な面からも支援を進めることとしています。 

 最後に３点目、「就職氷河期世代、多様な課題を抱える若年者・新規学卒者の支援」で

す。就職氷河期世代の方々の支援につきましては、政府方針といたしまして支援の第二

ステージと位置付ける２年間の最終年度を令和６年度に迎えることを踏まえまして、引

き続き「あおもり就職氷河期世代支援プラットフォーム」を中心として関係機関と連携

した施策展開を計画した上で、ハローワーク窓口におけるチーム支援により再就職やキ

ャリアアップ支援、「働く」への一歩を踏み出す支援を目的とした地域若者サポートステ
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ーション、県との一体的実施事業などが相互に連携しつつ、職業的自立に向けた支援を

実施することとしております。 

 また若年者・新規学卒者の支援につきましては、県内各ハローワークに配置をしてお

ります担当者・ナビゲーターなどを中心といたしまして、求人情報の提供や就職支援セ

ミナー・面接会を実施するとともに、担当者制による個別相談や求人の紹介など、一貫

した支援を実施することにより就職を希望する若年者・新規学卒者の皆さんが希望する

職業に全員就職できるよう、きめ細かな就職支援を実施することとしております。 

 

【櫛引会長】 

 簡潔な御説明、ありがとうございました。 

 ただ今の御説明につきまして、質問・御意見をお受けいたしますけれども、事前に多

岐にわたる質問が寄せられておりますので、まずそちらへ御回答いただきたいと思いま

す。 

 

【八木橋雇用環境・均等室長】 

 事前質問に対する労働局からの回答は、今回は書面の方に全て掲載させていただいて

います。ですので、この回答に対して御質問等があればお受けしたいと思いますので、

よろしくお願いします。 

 

【櫛引会長】 

 質問、あるいは補足のコメントなどございませんでしょうか。 

 皆様、まだ目を通されていると思いますが、お気づきの点、重ねての御意見・御質問

等がございましたら随時お願いします。 

 相木委員、どうぞ。 

 

【相木委員】 

 特に質問ではないんですけれども、意見といいますか、感想をお話したいと思います。 

 御説明いただいた運営方針につきましては、特段異論はございません。正念場とも言

える賃上げの支援とか、あと多様な人材の活用、それからハラスメントなどのない安全

な職場づくり、そして４月に迫っていますいわゆる「2024 年問題」への対応とか、それ

ら一つ一つの課題が、今まさに急激な人口減少に直面する青森県の発展そのものに関わ

る本当に抜き差しならない重要な課題、重要な局面であるというふうに認識しておりま

す。そのような危機感を労働局さん、地域とともに共有して、確実に施策を推進してい

ただきたいなと思っております。これは要望です。 

 ここからは意見・感想なんですけれども、本日、大手各社の賃上げの回答状況などが

各紙で報じられているのを受けまして、地方を含めた中小企業についてどこまで実現す

るかが焦点となってくると言われています。波及を待っているだけでは、格差が広がり、

人材流出が加速するばかりではないかと思っておりますが、青森県でも労使で協調しな
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がら賃上げの環境づくりを進めるというふうに承知しています。そういった取組が確実

に実を結んでいただきたいと思っています。 

 一方で、賃上げは大事なんですけれども、やっぱり働きやすさ、ひいては暮らしやす

さ、それから仕事をする楽しさとか喜びといったものが青森県には溢れていると、そう

いうメッセージを発信していくことの積み重ねこそが、これからの人を惹きつけていっ

たり定着させていくものじゃないかなと個人的には思っております。そのための取組を

やっていただきたいと思っています。 

 最後に一つ、今日の運営に関してお礼を申し上げたいのですが、個人的なことですけ

れど、近年聞こえが不自由になっていて補聴器使用者なんですけれども、前回そのこと

をお伝えしたら、今日ここに小さいスピーカーを用意していただいて、非常に快適に聞

き取ることができています。これは、いわゆる合理的配慮をしていただいたなと受け止

めております。これは個人的なことと言うよりは、こういった合理的配慮というのは、

確か４月から事業者でも義務化されるという、各職場においてもこういった配慮をする

というのが法整備されているはずですので、職場でもこういう障害者とか障害への対応

というのも必要になるんじゃないかなと思います。 

 今はＩＣＴを活用した意思疎通手段がいろいろありますし、これはスピーカーですけ

れども、その方に合った対応をすることでいろいろな機会が保障されるという可能性が

大分広がってくると感じておりますので、そういったことに積極的に取り組む企業の後

押しといいますか、支援にも力を入れていただきたいと思っております。以上です。 

 

【櫛引会長】 

 ありがとうございます。ただ今の御意見、コメント等に対して何かありますか。 

 

【井嶋局長】 

 御意見ありがとうございます。労働局の取組としては、今回お示ししているものを進

めていくということになりますけれども、今の御意見で、青森県の状況は厳しいという

ことは理解をしていますし、県の方もかなり危機感を持って取り組んでいるところでご

ざいます。 

 それから、最後の障害者向けの支援について、障害者の就労促進ということで課題に

しているわけでございますけれども、合理的配慮というのは我々が企業の皆さんにお願

いをする立場でありながらも、なかなか気が付けないというのが実際のところで、先ほ

どのお話を聞きながら、少しずつ積み上げていくということが重要だと感じております。

具体的なことはなかなか今思いつかないんですけれども、そういった形で企業の皆様に

も話をしていきたいと思っています。 

 資料の最後のページにいろんな認定制度を載せていますけれども、こういった認定を

受けている、非常にいい取組をしている企業さんに情報発信をしていただくというのが

いいのではないかなと思っています。例えば、「くるみん」や「えるぼし」であれば女性

が働きやすいということで、表彰する時にインタビューを受けていただいて、それをホ
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ームページに掲載するとか、働きやすい職場ですよというＰＲをして、それを他の企業

にも広げていくという取組が有効ではないかと考えております。 

 

【櫛引会長】 

 ありがとうございます。他に御意見、御質問等ございませんでしょうか。 

 オンライン参加の委員の皆さん、いかがでしょうか。 

 それでは私からお聞きしたいのですが、事前にいただいた資料の中で、「青森県版政労

使会議」について、副大臣も来られたようで、新しい動きがあったようですが、これに

ついてもし何かコメントがあればお知らせいただきたいのですが。 

 

【井嶋局長】 

 先日、「青森県版政労使会議」を開催いたしました。実は前から取り組んでいるもので

ございまして、いわゆる「働き方改革」を推進するということを進めていて、労使団体、

あるいは関係団体、県などと、わりと事務的にやっていたんですけれども、今年度、非

常に賃金引上げというのが全国で関心を集めているということで、今回、副大臣が全国

行けるところがあれば回って、皆さんと意見交換をして状況を把握したいということで

出席されました。この形が今後も続くのかというのは定かではないですが、今年はコロ

ナ明けということもあり、それ以前は書面での開催という形が続いていたんですが、こ

ういう形で開催して、注目を集めたという状況でございます。 

 

【櫛引会長】 

 ありがとうございます。コロナが収束して、一方でいろんな形で危機が表面化してき

ましたので、世の中が大変急激に動き始めている感じがして、あの会議も、まさに置き

場所が変わってしまったなという印象を非常に強く受けました。それだけに地方がどれ

だけ臨機応変に、かつ敏感に地元の情勢やニーズを捉えていけるかというのが、今まさ

に地域の行く末が問われ、分かれ始めていく感じがしたなという感想です。 

 では、山内委員。 

 

【山内委員】 

 お疲れ様です。連合青森の山内といいます。よろしくお願いします。 

 事前の質問・意見については、中野委員の方からかなり細かく書かせていただきまし

た。また、連合青森としても労働行政への要請ということで、昨日も意見交換をさせて

いただきましたが、あらましなり方針なりを見て、全てが必要な事項であるということ

ですので、新たな年度に向かってきちっとした体制を引き続き採っていただければと思

います。 

 現在、我々は春季生活闘争の取組をしているところで、当然、結果を得るためには労

働者だけではだめなわけで、企業の皆様、経済団体の皆様の力強い支援がなければ決ま

らないんですけれども、先ほどの「政労使会議」のお話しも含めて、物価高に負けない
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賃金の引上げということで指針も出ています。これらを踏まえ、中小企業の取組結果が

青森県の全ての経済の回しなりに影響してくるということだと思っています。労働行政

の推進を担う労働局でありますから、こういったことも全て踏まえて取り組まれるだろ

うということに大きな期待もあるわけです。是非ともそのことを実践していただくよう

にお願いをしたいと思います。我々としては、実質賃金の向上が何としても県内に働き

生活をする立場として必要な取組だと思っていますし、できる限りのことは我々も取組

をしていきたいと思っていますので、よろしくお願いいたします。 

 最後に、労働組合のない企業、経営者団体に加入をしていない企業については、法律

遵守という部分について意識が低い状況もあるのではないかという思いもありますので、

是非ともまじめに働く労働者が被害を被ることのないように、監督指導の強化を引き続

きお願いしたいと思います。以上です。 

 

【櫛引会長】 

 ありがとうございます。労働者側代表の委員から発言をいただきましたが、使用者側

の委員の方で、アンサーのある方はいらっしゃいませんか。 

 

【小山田委員】 

 小山田でございます。今、労働者側のお立場からのお話をお聞きして、そういうこと

なんだろうなと受け止めております。 

 ４ページ目の「第１ 青森労働局における行政課題」ということでまとめていただい

ておりますけれども、その書き出しの部分に、やはり人口減少の話が載っています。青

森県の最大の課題、行政に限らず労使ともども最大の課題であります。この中に直接触

れておりませんけれども、いわゆる年少人口ですね、14歳以下の方、それから生産年齢

人口は御案内のとおり 15 歳から 64 歳、これがこの 30 年間でそれぞれ半減するという、

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計というのが昨年の 12月に発表されて大きく報

道されたところでございます。これが使用者側の立場に立つと、今でも労働力不足で大

変な状況なんですけれども、この先々ますます労働力が不足していく。そして先ほど会

長からもお話があったように、県内出生数が６千にまで落ち込んだということで、これ

がまた更に生産年齢になっていくと東京とかそっちの方に相当行くんじゃないかなとい

うことも考え合わせると、本当に労働人口、働かれる方をどう確保していくかというの

が実は経済界の最大の課題でございます。 

 賃金も、もちろんその過程の中で上げていくということは労働力確保の必要性の中で

当然話されなければならないんですけれども、絶対的に労働力が不足してくる。それも

相当加速度的に進んでいく。この危機的な状況を、ここにお集まりの皆様の間で改めて

共有したいなと思っております。新聞報道等では、大手企業を中心に増収増益、賃金の

大幅な引き上げということで、景気の回復を強調するような見出しが連日のように載っ

ております。一方、青森県に限らず地方では、人口減少と、中小企業がほとんどですの

で、なかなか生産性の向上、努力していかなければなりませんけれども、大企業みたい
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なダイナミックな形で時代についていけないという部分もあります。そういうことを考

えますと、青森県には青森県らしい目の前のいろんな現実を直視した上で、青森型の取

組というのがあっていいんじゃないのかなと私は思っております。 

事業者がなければ雇用もないわけであります。事業継続を前提として様々な労働政策

が行われる、こういうことについて改めて労働局の皆様の御努力、大変御努力をいただ

いておりますけれども、来年度以降も事業継続、そこを大事にしながら、労働者の方の

賃金を含めて労働条件を良くしていこうというところで公労使が方向性を一緒にしてや

っていく。これが、青森県が持続的に今後も生き残って更に発展していくための一つの

大事なポイントだなというふうなことを普段から思っておりましたので、この場で御披

露させていただきました。以上でございます。 

 

【櫛引会長】 

ありがとうございます。非常に的確に問題点をまとめていただいたと感じます。労働

局の施策からはやや離れますけれども、こういう労使の、あるいはこういう意見交換が

保証されている所ではまたいろいろ知恵も湧いてくると思います。現金の話だけはすぐ

には太刀打ちできないにせよ、それ以外の知恵があるというようなことを信じています。 

 はい、中野委員。 

 

【中野委員】 

連合青森事務局長の中野と申します。だいぶ多岐にわたる意見を提出させていただき

ました。これを総括して、共通している部分として一言申し上げたいのは、ここにある

心ですが、一つは、様々な取組に当てはまることなんですけれども、いろんな労働環境

を更に是正なり改善をしていくに当たって、その環境をどう整えていったらいいのか、

いわゆる社会喚起的な部分で様々な取組を一方ではしています。 

もう一方は、その認知・認識が社会全体になった時に、その環境づくりを具体的にど

う進めていくか。この２点だと思っております。 

現実問題として、大企業・中小など様々な企業がありますけれども、仕事量と、労働

人口のお話もありましたが、労働者の減少と、そのバランス感というのがなかなかうま

く取りにくい。実際に人がいないと、環境に配慮しきれないというのが現実です。そう

した中で、例えばですけれども、いわゆる「2024 問題」の関係もそうですし、ハラスメ

ントの関係もそうなんですが、改善をしてきた好事例とか、どのように取り組んでいけ

ばいいかというのを、デジタルやオンラインの部分で様々活用できるチャンネルがせっ

かくいいものがあるんですが、これらの存在が全体的にまだまだ認識されていない。 

今回、「女性の活躍推進データベース」だとか「あかるい職場応援団」だとかいろいろ

チャンネルがあるものですから、全て目を通させていただいたんですけれども、非常に

いい中身があるんですね。そのいい中身というのが、存在がまだまだ認知されていなく

て非常にもったいないと思っています。したがって、当然、労働局の皆さんも各企業に

向けて様々な場面で周知をいただいているとは思うんですけれども、それをどう生かす
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か、活用方法というところまで進めていければ、企業の取組もぐんと一瞬で進んでいく

のではないかという可能性を非常に感じています。ですので、そういう期待感を込めて

だったんですけれども、改めてこういった部分を更に推進化していくということを前提

に取り組むというのが、ここにある様々な意見の真意になりますので、私の方からはそ

の辺から意見を出させていただきました。 

あとは、人口減少ということですけれども、先ほど小山田委員からもあったように労

働人口の問題だと、相当危機感を感じております。どうしても高度経済成長期の頃は労

働人口が増加をしていった時代ですし、人口的なボーナス期と言われていましたけれど

も、今は逆転をしてオーナス期に入って、要は山から谷へ入った瞬間の戦略をどう打っ

ていくべきかということだったのですが、それがボーナス期の戦略のままここまで来て

しまったと感じています。これは結果論なんですけれども、じゃあどうするかという部

分で、政労使全てにおいて関わっている問題で、もう待ったなしなんだと思っておりま

す。そういう現実も踏まえながら、女性活躍推進社会ということで、おそらく男性中心

社会の中で、長時間労働だとかそういったものを含めて「頑張るのが当たり前だ」とい

う中において女性の皆さんが社会進出をしている。その環境を整えないままにそこに入

ってしまったということで、いわゆる長時間労働をしっかりと是正していかないといけ

ないと思います。残業できないと出世ができないとか、認められないような環境ではあ

ってはならないと、根本的な意識改革をしていかなくてはいけないだろうなと思ってお

ります。経済の再生にしても、そういったところには強い問題意識を改めて持って、非

常に難しいとは思いますが、政労使で協力体制を更なる部分で培わなければいけないな

と思っております。少々長くなりましたが、意見を述べさせていただきました。以上で

す。 

 

【櫛引会長】 

ありがとうございます。非常に包括的・網羅的かつポイントを押さえた御意見で、先

ほどの小山田委員の発言とほぼ同心円状ではないかと思います。その中で情報発信につ

いて、せっかくいい取組をやっているのにそれが共有されないというのは、今、青森県

政が掲げているＤＸにも共通しますが、実は本筋のところかなと思いますので、労働局

の皆さんもこれらの取組をもっともっと広げていいのかなと思いました。 

ちょっと個人的に付け加えさせていただくと、実は「2024 年問題」の代表例として、

ニューヨークタイムズが青森のリンゴの話を取り上げたのを御存じの方いらっしゃいま

すか。東洋経済オンラインに転載されたので御存じの方もいると思いますが、青森のリ

ンゴ農家と運び手のことに関する記事で、今の中野委員の話にも通じるんですが、どう

してもメディアが伝える情報って、今までの日本では新聞記事がほとんどだったんです

が、オンラインの情報とか、テレビでも随分最近はこんな課題があるとか、こうやって

克服しているとかいった知恵の話が出てくるんです。これらについて､さほどお金も手間

もかけずに集める方法があると思うので、それを含めて情報の集発信とか、ストックと

か、認識の共有とか、そういうところにも努力していく値打ちがあるのかなと思います。
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それについては、ボランティアでちょっと知恵を貸せと言われれば、たぶん中野委員と

かはお詳しいと思うので、使用者側・労働者側双方に伝わりやすい仕組みとか流れとか

を青森方式として編み出していければ、簡単に負けずに済むんじゃないかなと思いまし

た。 

他に御意見・御質問等ございますか。 

 

【上野労働基準部長】 

今の関係で少し補足をさせていただいてよろしいでしょうか。情報発信の件でござい

ます。先ほど「2024 年問題」について、前回にも御指摘をいただいた点については、小

さな取組ではございますけれども、青森労働局のホームページで特設ページを開設する

お話をさせていただきました。これは、例えば、昨年 11月の過労死等防止対策推進シン

ポジウムにおいて、青森県トラック協会さんに、業界としての課題や取組などを発表い

ただいたところですが、そこで参加者に配付された資料を、参加者だけでなく、この特

設ページに掲載させていただいて、誰でも取れるようにするといった工夫でございます。

労働局の施策を少しでも多くの人に知っていただくため、次年度も、こういった小さな

取組も含めて、情報発信に努めてまいりたいと思っております。 

加えまして、あらましの 13ページでの「多様な働き方、働き方・休み方改革」につい

ての補足です。厚生労働省のホームページに「働き方・休み方改善ポータルサイト」と

いうものがあることを御説明させていただきました。ここには、施策の関連資料だけで

なく、過去、専門家の方から御講演いただいているアーカイブ動画も掲載しています。

例えば、「勤務間インターバル制度」を設けるとどういう効果があるのか、睡眠の質が上

がるとか、そういった学術的観点から講演をいただいたもののアーカイブを載せており

ます。情報を必要とする方に、資料を提供するだけでなく、専門家の講演動画を展開し、

制度内容のほか、その効果を実感していただきたいという趣旨で載せているものです。

これは今でも厚生労働省のホームページに載っているのですが、一般の方にとっては、

多様な施策情報がバラバラと載っていて探しきれないというところもあると思いますの

で、当局のホームページにおいて、こうした有用な情報コンテンツを整理集約して、一

般の方に情報が届きやすくしていこうという試みでございます。 

また、先ほど労働者代表委員の方からも御指摘があったように、悪質な法違反を行う

企業には監督指導を徹底していかなければならないのですが、一方、前向きに改善して

いきたいという企業の方も沢山いらっしゃり、「どうしていいかわからない」、「労務管理

を改善するに当たって組織が小さく従業員の数が足りないので、なかなかそういったと

ころを手が付けられない」というお悩みを持っている方々もおられると聞いております。

そういった前向きな事業場に対しては「働き方改革推進支援センター」でのコンサルテ

ィングや、監督署の相談支援班において、具体的な改善方法を助言する取組を行ってき

ているわけでございますが、こうした企業への個別支援はもとより、本審議会で御指摘

いただいた「情報発信を幅広く、わかりやすく」という観点はとても重要であると考え

ておりますので、青森労働局といたしましても、県民の皆様、労使双方の方々に、広く
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有用な施策情報が届くよう努めてまいります。 

 

【櫛引会長】 

ありがとうございます。今、聞いていて思ったんですけれど、毎月関係資料をお送り

いただいていますけれども、この情報はちょっと面白いので各委員にこういうことを広

めてほしいとか、そんな感じの情報提供もありかなと思います。ネットだとそのままＳ

ＮＳとか活用できますし。いろんな青森型の工夫って意外にできそうですよね。その辺

は労働局の方で工夫していただけますか。 

 

【井嶋局長】 

なかなか情報発信につきましては苦手なところがございますので、皆さんのお知恵を

お借りしながら進めさせていきたいと思います。 

 

【櫛引会長】 

ありがとうございます。ちょっと補足ですけれど、お手元の資料にチラシがあります。

これは情報発信と関係性づくりについて始めてみたものです。僕の授業を受けていた学

生たちに、このチラシを好きなように加工してみてくださいと呼び掛けたところ、３人

の学生が作ってくれました。上手い下手は別にして、このような形で若者たちへの授業

で取り上げることで、僕なりの情報発信の試みでした。まず労働局ってこういう仕事を

しているよと水を向ける。そうして少しずつ地ならししながら、新年度はまた是非、授

業の方でいろいろ対応していただければと思っていますので、改めてよろしくお願いし

ます。 

 中野委員、どうぞ。 

 

【中野委員】 

サイトの関係で、私が見させていただいた中で一言申し上げると、そのサイトを閲覧

される対象者がどういう情報を知りたいのかというニーズを捉えていく必要があるのか

なと思います。ここが知りたい情報なんだというのが、例えば「女性の活躍推進データ

ベース」をみるときに、注釈とか説明のところにいろいろ追記してもらったりしながら、

載ってる企業と載っていない企業ですごく温度差があって非常にわかりづらいので、具

体的にイメージが伝わり切れないのかなと、それだけがもったいないというところだっ

たんです。したがって、「皆さんが知りたい情報はこんな情報なんですよ」ということを

アドバイスしながら、せっかくある情報の質を高めていくことで様々な効果が明らかに

倍増していくだろうと、そういう意味での可能性を感じているという意見です。 

 

【櫛引会長】 

ありがとうございます。ほかに御意見・御質問等ございませんか。オンライン参加の

皆様、いかがでしょうか。 
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 はい、奈良委員。 

 

【奈良委員】 

社会保険労務士の奈良でございます。この資料でいくと７ページに育児休業取得率の

推移というグラフが出ていますけれども、千人以上の企業ですので大企業ということに

なると思います。青森県の状況を見ると、女性の方は 95％で、ほぼ全員が取っていると

言って過言でないと思います。ずっと低い年でも 89.5％というように、女性は育児休業

を取って当たり前になっています。そして男性を見ると、千人以上の企業ということで、

人員的にも余裕がある企業だと思うんですけれども、全国平均を上回ることがないとい

う状況です。これはやはり、特に青森県の中で、女性は育児休業を取って当たり前、男

性は育児休業は取る人は取る、というようなところがグラフに表れているのではないか

と思います。 

これは、例えば労働局さんだけの働きかけでどうにかなるものではなく、この場に公

労使ということで皆さん集まっていますので、ここの情報共有というか、気持ちを共有

して、男性も育児に参加して、女性だけが例えば育児などでキャリアの中断があるよう

な状況では、青森県が魅力ある職場環境にあるとは言えないので、当然、今後、育児休

業だけでなくいろんな労働環境に対して男女の、ジェンダーの差が出ることがないよう

な仕組みができていくように、気持ちを合わせてやっていくというようなことを是非お

願いしたいと思います。 

 

【櫛引会長】 

ありがとうございます。ただ今の御意見に対して何かございますか。 

 

【八木橋雇用環境・均等室長】 

御意見ありがとうございます。御指摘のとおり、現在は千人以上の企業が公表対象と

なっておりますが、今回、改正案を提出させていただいており、おそらくは令和７年に

なるかと思いますが、300 人を超える企業に拡大される見込みです。実際のところ、青森

県内で千人を超える企業はそれほど数は多くありませんので、これが 300 人を超える企

業に拡大されることによって、私どもの指導の対象もそれに伴って広がっていきますの

で、是非とも青森県内でも「男性の育児休業は当たり前」という機運を醸成してまいり

たいと思います。 

 

【櫛引会長】 

ほかに御意見・御質問等ございませんでしょうか。 

現時点では御意見等が出尽くしたようなので、最後に一言、一委員として申し上げま

す。 

青森県が若者の地元定着に本格的に動き始めるということでニュースでも報じられて

いますけれども、先ほど相木委員からも御指摘がありましたように、本当に若者たちが
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生き甲斐とか愛着を持って残れるような地元にしていかなければいけないだろうと思い

ます。それに向けて、再三申し上げてきましたけれども、国として県などとどうやって

連携をとっていくかということについてお考えいただきたいのと、冒頭のあいさつでも

触れました外国人をどうするかということについて、監督官庁と言える所がなくて、様々

な統計を出している労働局に意見が行きがちなんですけれども、このあたりも避けて通

れない課題だと思うので、ウォッチをまずはしていただければと思っています。 

今、日本が好況になっている時に、逆にそれが仇になって青森県が激しく沈没しかね

ないので、昭和とか 20 世紀の感覚を振り切って、新しい青森を創るということが必要

で、おそらくこの場はその発信地の一つになれるんじゃないかなと感じておりますので、

引き続き、会合でもそれ以外でも、逐次情報の投げかけとか情報交換をしていくことで、

青森型の労働審議会を作る必要があります。受け身や横並び感覚だと、もうこれは先は

見えています。何が何でも新しい青森の形を作っていかないと、ますます若者は出て行

くだろうなと個人的には思っていますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

では、ここで議題１については審議を終了します。 

引き続き、議題２について労働局から報告をお願いします。 

 

【上野労働基準部長】 

それでは、私の方から家内労働部会関係について、これまでの状況を御報告させてい

ただきます。今回お配りした資料につきましては、前回配付したものに日付を入れさせ

ていただいたものになります。 

青森県の最低工賃に関し、今年度は和服裁縫業最低工賃について審議をする計画とな

っておりまして、本年１月 24日、原委員を部会長とする家内労働部会が開催され、改正

決定の調査審議をする必要性を認める決定をいただいております。同日付けで、家内労

働部会長から青森労働局長宛ての当該部会結果報告もいただきました。それがこの表で

いうところの１月 24日となっている部分でございます。 

青森地方労働審議会運営規程第 10 条第１項において、「家内労働部会の議決をもって

本審の議決とする」とされていることから、当該部会決定結果をもちまして、本年３月

５日付けで青森労働局長から実際の審議を行う最低工賃専門部会の上部に位置する青森

地方労働審議会会長宛てに改正決定の調査審議を行う諮問を行うとともに、同日付けで

和服裁縫業最低工賃専門部会の開催依頼を行いました。 

当該諮問とこの最低工賃専門部会の開催依頼を受けまして、同日付けで本審議会会長

から和服裁縫業最低工賃専門部会の委員の指名と、本年４月 15 日と 26 日の２回にわた

りまして当専門部会の開催通知がされたところです。関係委員の方々におかれましては、

引き続きよろしくお願いいたします。 

この２回の調査審議を経まして、青森県和服裁縫業最低工賃を「改正答申」とするか

「見送り答申」とするか、同専門部会による決定がされる予定となっております。これ

も専門部会の専決とされておりますので、専決結果をもちまして本審の結果ということ

になる流れとなっております。 
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なお、同専門部会の開催に先立ちまして、各部会委員の方々に和服裁縫業の現場を知

っていただくという観点から、本年４月 12日に和服裁縫業の委託者である呉服店の実地

視察を予定していることも併せて申し添えます。家内労働関係の報告は以上でございま

す。 

 

【櫛引会長】 

ありがとうございます。ただ今の報告について御意見等があれば発言をお願いいたし

ます。 

よろしいですか。オンライン参加の皆さんもよろしいですか。 

特にないようですので、これで用意されていた議題の審議は全て終わりとなります。

それなりに活発な御意見が出たかと思います。また、青森県が今差し掛かっているのは

どういう状況なのか、大体それほどのブレもなく使用者側、労働者側、公益委員とも認

識が共有できたと思います。会合自体は年に２度しかありませんけれども、その合間に

皆様の立場によっていろんな機会があるかと思いますので、何とか青森として進んでい

けるように、審議会としても努力していきたいと思います。ありがとうございました。 

 

【春藤監理官】 

引会長、大変ありがとうございました。 

これをもちまして令和５年度第２回青森地方労働審議会を閉会いたします。ありがと

うございました。 


